
予算要求資料
令和2年度5月補正予算　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：総務管理諸費　　　
	事業名　サテライトオフィス環境整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　総務部　行政管理課　管理・業務改善係　電話番号：058-272-1111（内2122）
　　　　　　　E-mail：c11127@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　補正要求額　　　　２，０９０千円（現計予算額：   ―　 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	2,090
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	  

	決定額
	2,090
	2,090
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
ワークライフバランスの推進、業務の効率化、生産性向上を目指すための働き方の一つとして、令和2年度からサテライトオフィスを導入することとなった。
職員の新型コロナウィルス感染症対策のため、岐阜・西濃・可茂の3か所に加え、新たに東濃・飛騨の2か所を追加し、県内５圏域での運用とする。
■サテライトオフィス概要
・設置場所　　県庁（行政管理課書庫）/西濃総合庁舎（４Ｆリフレッシュ
ルーム）/可茂総合庁舎（１Ｆ元喫煙室）/東濃西部総合庁舎
（１Ｆ健康プラザ）/飛騨総合庁舎（２Ｆ健康自己診断プラザ）
・対象者　　　遠距離通勤や育児・介護等により、勤務公署での勤務が負担
となっている職員及び出張中の職員
・開設時期　　令和２年４月(県庁・西濃・可茂※・東濃※)、６月(飛騨)
※可茂、東濃については仮オープン中
・設置台数　　16台(県庁4台、西濃3台、可茂3台、東濃3台、飛騨3台)
・利用可能業務　　パソコン利用による文書作成、メール確認等
（２）事業内容
　・東濃西部総合庁舎830千円（備品購入費 630千円、消耗品費200千円）
　　・飛騨総合庁舎1,260千円（工事請負費 160千円、備品購入費 630千円、
消耗品費 470千円）
計 2,090千円
（工事請負費 160千円、備品購入費 1,260千円、消耗品費670千円）
（３）県負担・補助率の考え方
県10/10
（４）類似事業の有無
なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費 
	670
	

	
	消耗品費
	     670
	プリンター、電気スタンドなど (東濃、飛騨)

	工事請負費
	160
	ネットワーク工事（飛騨）

	備品購入費
	1,260
	パソコン（東濃3台、飛騨3台）

	合計
	2,090
	


	　決定額の考え方　
財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当
します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
職員からの意見交換やアンケートを通じて、令和元年度事務見直し項目(民間事例の導入)の一つとして、「サテライトオフィスの設置」を位置づけ。
＜摘要＞現地機関の職員がメールチェックや報告書作成等の作業ができる
スペースを設置
＜目標時期＞ 短期
＜所管課＞ 総務部人事課、行政管理課
（２）国・他県の状況
愛知県(本格設置)、三重県・静岡県(試行設置)など34都道府県で設置済。民間では、三井住友銀行、日本ユニシスなど、多くの企業で設置済。
（３）後年度の財政負担
なし（今後、他の総合庁舎にも拡大する予定あり）
（４）事業主体及びその妥当性
職員のワークライフバランス推進、業務の効率化等を目的として県が実施。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　職員の働き方の一つとして、遠方から通勤する職員や出張中の職員を対象としたサテライトオフィスを県庁及び一部の総合庁舎に設置し、ワークライフバランスの推進、業務の効率化、生産性向上を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	サテライトオフィス利用者数（人）
	
	
	
	
	延432人
（R2）
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
〇

	テレワークを利用した働き方改革が全国的に広まりつつある中、職員からもサテライトオフィスの導入を求める意見あり。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている
　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・サテライトオフィス利用者数に応じた拡大等の検討。
・オフィス利用環境の改善。



（次年度の方向性）
	　継続的に運営する予定。



（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


2,090








1
－ 1 －

